
地主が、借地上の建物の遺贈に伴う借地権

の譲渡について承諾をしていないとして、建

物の収去と土地の明渡しを求めた事案におい

て、譲渡についての黙示の承諾ないし背信行

為と認めるに足りない特段の事情はないとし

た上で、借地権の譲受人は、譲受け後に、建

物の押入、土間、サッシ等を変更工事してお

り、これを原状に回復していないし、また、

工事による増加価格の放棄もしていないか

ら、建物買取請求権は認められないとされた

事例（東京地裁　平成18年７月18日判決　認

容　控訴　判例時報1961号68頁）

１　事案の概要

地主Ｘは、昭和26年ころ、Ａに対し、本件

土地を賃貸し、Ａは本件土地上に本件建物を

建築した。昭和51年４月に、Ａが死亡、その

妻Ｂが単独で相続した。

Ｂは、平成12年11月、本件建物をＹに遺贈

する旨の公正証書遺言をした。平成13年6月

に、Ｂが死亡し、本件建物の所有権をＹが遺

贈により取得し、同年7月、所有権移転登記

を経由した。

平成12年11月、Ｙは、本件建物において、

押入の一部をトイレへ変更、土間を板間へ変

更、外壁の一部をサイディングへ変更等の工

事を開始した。

近隣住民からの連絡で、上記工事の開始を

知ったＸは、遺贈を受けたことの挨拶もなく、

突然の工事を強行するＹには、本件借地権の

承継を認めることはできないなどと書面で通

告したが、Ｙは、工事を継続、平成14年１月

には、工事は完了した。

そこで、Ｘは、Ｙに対し、本件建物の遺贈

に伴う借地権の譲渡について承諾をしていな

いとして、所有権に基づき、本件建物の収去

と本件土地の明渡しを求めるとともに、不法

行為に基づき、賃料相当損害金の支払いを請

求した。

これに対し、Ｙは、ＢからＹへの本件借地

権の譲渡につき、Ｘの黙示の承諾があったか

または右借地権の譲渡が背信行為と認めるに

足りない特段の事情があると主張するととも

に、Ｘに対して、本件建物について買取請求

権を行使し、本件建物の代金を提供するまで

本件建物の引渡しを拒絶する旨主張した。

２　判決の要旨

裁判所は以下のように判示し、Ｘの請求を

認容した。

盧 本件借地権の譲渡に対して黙示の承諾が

あったことについて

Ｙは、Ｂの死後、Ｂの遺言執行者とＸと

の間で、本件借地権の売却について話合い

がされたことを根拠に、ＸがＢからＹへの

本件借地権の譲渡につき黙示の承諾をした

と主張するが、話合いがされていたと認め

るに足りる証拠はなく、Ｘが本件借地権の

譲渡について黙示的に承諾していたと認め

るに足りる事情は見受けられない。

最近の判例から　 盧 

借地権の無断譲受人の建物買取請求権行使が
否定された事例

（東京地判　平18・7・18 判時1961－68）



盪 本件借地権の譲渡が背信行為と認めるに

足りない特段の事情があるか否か（非背信

性の有無）について

Ｙは、Ｂから本件借地権の譲渡を受けた

ことにつき、背信行為と認めるに足りない

事情があると主張するが、①本件借地権の

譲渡前後の用益権者である原賃借人のＢと

Ｙとの間に近似性・同質性ないし実質的な

同一性があるとはいえず、また、②本件借

地権の譲渡の前後の利用状況は少なからぬ

変化があったというべきであり、本件借地

権の譲渡につき、背信行為と認めるに足り

ない特段の事情があるということはできな

い。

蘯 同時履行の抗弁－建物買取請求権につい

て

ア　借地借家法第14条に基づく建物買取請求

権は、借地権者が権原によって土地に附属

させた建物その他の物について認められる

ものであるから、借地権者から建物ととも

に借地権を譲り受けた第三者が、その借地

権譲受につき賃貸人の承諾の得られぬま

ま、上記建物に増築・改築・修繕等の工事

を施したときは、譲受当時の原状に回復し

た上でなければ買取請求権を行使できない

と解すべきである。もっとも、上記の工事

が建物等の維持・保存に必要であるとき、

または些細なものであって、建物等の価格

を著しく増大せしめることなく賃貸人をし

て予想外の出捐を余儀なくせしめるもので

ないときは、制度の趣旨にかんがみ、建物

の現状における買取請求を否定すべきでは

なく、また、上記第三者が、工事による増

加を放棄し、当該建物の譲受当時の状態に

おける価格による買取請求をした場合も、

認容されるべきである（最高裁昭和42年９

月29日判決）。

イ　本件についてみると、被告が本件建物を

譲り受けた後、本件建物において、押入の

一部のトイレへの変更、土間を板間への変

更、外回りの一部のサイディングへの変更

等の工事を施し、これらの変更が現在も維

持されていることは、当事者間に争いがな

い。

そうすると、本件建物につき、譲受当時

の原状に回復しておらず、工事による増加

価格の放棄もしていないと認められるＹ

は、Ｘに対して、建物買取請求をすること

ができないというべきである。

３　まとめ

本件は、相続ではなく遺贈であったため、

地主の譲渡承諾が必要となったものである。

本件の場合、建物を、無断で、変更工事を

したこと等もあって、背信行為とされ、建物

収去、土地明渡しを命じられた。

そして、建物買取請求権も認められなかっ

たものである。

なお、本判決を不服としたＹは控訴した。

高裁判決では、工事による増加分放棄後の建

物価格分の買取請求は認められた。


